
別紙１ 

藤沢市立小学校等（Ｒ６）校務用パソコン等調達仕様書 

 

１ はじめに 

  本仕様書は、藤沢市（以下「本市」という。）と販売店との間における、校

務で使用するパソコン機器等（以下、「本機器」という。）の調達及び設置・設

定に係る仕様を定めるものです。 

 

２ 利用想定期間 

  ２０２４年（令和 ６年）１０月 １日から 

  ２０２９年（令和１１年） ９月３０日まで（６０ヶ月） 

  ※契約については、別途競争入札により、リース会社と賃貸借契約を締結す

る。 

 

３ 機器の納入期限 

  ２０２４年（令和６年）９月３０日（月）までに、別紙１「機器設置場所及

び台数一覧」で指定する学校等へ納入し、本市による検品を受けること。 

 

４ 機器の設置場所及び台数 

  別紙１「機器設置場所及び台数一覧」のとおり 

 

５ 導入機器 

  別紙２「機器等仕様一覧」及び別紙３「機器明細表」のとおり 

  機器について、導入時までにモデルチェンジ等が生じたときは、同等品以上

の製品と変更できるものとする。この場合、本市と協議を行うこと。また、導

入端末については、すべて同一機種、同一型番、同一 OS バージョンにて調達

すること。なお、導入端末のロット番号が異なることは可とするが、事前に本

市へ報告を行うこと。 

 

６ 機器等設置・設定 

（１）基本 

 ア 導入・設置作業に際し、学校基盤の運用・保守業者とスケジュール調整を

行った上で作業日程を事前に提出し、本市とスケジュール調整を行うこ

と。また、作業時は氏名等身分確認書を必ず携帯すること。 

   ＜運用・保守業者＞ 

    株式会社内田洋行 



    住 所：東京都江東区東陽二丁目３番２５号 住生興和東陽町ビル 

    連絡先：０３－５６３４－６４０２ 

 イ 機器の設置・設定作業においては、販売店の責任の下、行うものとする。 

ウ 機器の設置・設定作業に関する経費についても本調達の費用に含めること。 

（２）設置 

   職員室等にパソコンを配置し、端末へ識別番号等を貼り付けること。記載

内容・サイズ等については、本市と協議の上、決定すること。 

（３）機器本体・ネットワーク設定 

 ア 機器本体及びネットワークの設定については、学校基盤の運用・保守業者

と調整を行い、技術・設定支援を仰ぐこと。 

イ 別紙２「機器等仕様一覧」に記載のソフトウェア及び、動作に必要となる

プラグインソフトウェアを全てインストールすること。また、業務に関係

のないソフトウェアの削除すること（標準ゲームソフト等）。なお、削除

するソフトウェアについては、必ず賃借者の承認を得たうえで行うこと。 

ウ 有線及び無線ＬＡＮを使い学校ネットワークに接続できるよう設定する

こと。 

 エ Active Directory によるログオン認証の設定をすること。 

オ 既設のプリンターからネットワーク経由で出力ができるようにすること。

出力するプリンターについては、事前に本市と調整を行うこと。 

（４）セキュリティ対策 

 ア 「アップガード」を適用させること。 

 イ 「Windows Defender」を適用させること。 

（５）その他 

 ア 製品付属のハードウェア・ソフトウェアのマニュアルを提供すること。 

 イ 機器納入後は、機器の設定情報（完成図書）を紙及びデータ（DVD 等）に

て本市へ提出すること。 

 ウ 導入後、本市と連携し、運用上の問題点・不具合等について協議し解決を

図ること。 

 

７ 保守 

（１）オンサイト保守 

   本市では、別途契約しているヘルプデスクで障害の切り分けを行ってい

る。ついては、本機器に不具合が発生し、ヘルプデスクから連絡があった

場合は、原則保守要員が現地で対応し、修理又は部品交換等を速やかに行

うこと。また、導入機器が同一の原因により同種の障害事例が複数発生し

ているときは、障害が未だ発生してない機器についても必要な対策を施



すこととし、メーカーから対策指示があった場合も同様とすること。なお、

消耗品以外は保守業務に含めること。 

（２）対応時間 

   保守対応時間は、年末年始（１２月２９日から１月３日）、土曜日、日曜

日及び祝日を除く平日９時から１７時とする。 

（３）報告書 

   修理または障害対応が完了した際は、完了報告書を本市に提出すること。 

 

８ その他 

（１）データ保護等の取り組みについては、別紙４「データ保護及び秘密の保持

等に関する仕様書」の内容に準ずること。 

（２）「藤沢市地球温暖化対策実行計画」の趣旨を理解し、第５章の各取組項目

を実施するよう努めること。 

（３）本仕様書の内容に疑義が生じた場合は、本市と協議の上、対応を決定する

こと。 

（４）リース会社を決める競争入札において、入札参加者へ「引受証明書」を発

行すること。また、全ての機器の納入が終了したら、「出荷証明書」を落

札者へ発行すること。これらの書式については本市で用意する。 

   

 

以 上 


